






























































































































































































明治 13 年 1 月 24 日丙第 8 号達「造修艦船規則」
明治 18 年 10 月 5 日丙第 53 号達「艦船造修規則」
明治 19 年 9 月 25 日省令第 108 号「海軍艦船造修規則」
明治 27 年 2 月 2 日達第 6 号「艦船造修試験検査規則」
兵器造修関係
明治 22 年 6 月 10 日達第 192 号「兵器造修規則」
明治 27 年 5 月 7 日達第 69 号「海軍兵器造修供給規則」
明治 37 年 7 月 2 日達第 110 号「兵器造修試験検査規則」
大正 5 年 3 月 31 日内令兵第 31 号「兵器造修試験検査規則」
工務規程，工務規則関係
造船：明治 25 年 7 月 23 日達第 57 号「造船工務規程」
造兵：明治 33 年 4 月 25 日達第 69 号「造兵工務規程」
造船・造兵：明治 37 年 3 月 27 日達第 62 号「海軍工廠工務規程」
造船・造兵：明治 44 年 10 月 31 日達第 117 号「海軍工務規則」


















正を含む 21 回の改正が昭和 15 年までに行われた。






































































































の生成」（『経営経理研究』第 84 号，平成 20 年）で言
及した作業費会計規程である。作業費会計規程は明治
9 年「作業費区分受払例則」がその嚆矢であり，その




















検査規則」（達第 6 号）となった 24）。同規則第 21 条



















（明治 9 年），「造修艦船規則」（明治 13 年），「横須賀
造船所主計監心得」（明治 14 年），「艦船造修規則」


















































明治 38 年 3 月「造船造兵及修理費附属費扱方」（艦





















































































































































































































































































































ではおおむね踏襲したが，大正 6 年 10 月「附属費整
理に関する件」（艦政会第 33 号）では 14 項目であっ
た附属費支弁事項が，15 項目となった。
























年 3 月 31 日達第 16 号）
第二回改正　航空関係事項挿入（昭和 2 年 4 月 5
日達第 42 号）
第三回改正　本費及附属費区分明細表改正（昭和
3 年 7 月 26 日達第 114 号）
第四回改正　本費及附属費区分明細表改正（昭和
3 年 8 月 30 日達第 125 号）
第五回改正　附属費ノ定額賦課制採用其ノ他（昭
和 4 年 3 月 26 日達第 33 号）
第六回改正　附随工費追加其ノ他（昭和 4 年 9 月
30 日達第 104 号）
第七回改正　機械使用料表改正（昭和 5 年 9 月 3
日達第 103 号）
第八回改正　註文兵器入費概算書改正（昭和 5 年
10 月 16 日達第 133 号）
第九回改正　工事費計算書改正其ノ他（昭和 6 年
3 月 5 日達第 27 号）
第十回改正　本費及附属費区分明細表外改正（昭
和 6 年 4 月 28 日達第 53 号）
第十一回改正　本費及附属費区分明細表改正（昭
和 6 年 5 月 8 日達第 62 号）
第十二回改正　外費定義改正其ノ他（昭和 6 年 8
月 24 日達第 103 号）
第十三回改正　大改正（昭和 8 年 1 月 13 日達第
4 号）
第十四回改正　本費及附属費区分明細表外改正
（昭和 9 年 3 月 12 日達第 37 号）
第十五回改正　入費概算書外改正（昭和 10 年 7
月 9 日達第 83 号）
第十六回改正　工員規則制定ニ伴フ改正（昭和
12 年 5 月 18 日達第 79 号）
第十七回改正　本費及附属費区分明細表改正（昭
和 12 年 9 月 29 日達第 141 号）
第十八回改正　試行結果ニ依ル改正其ノ他（昭和
13 年 3 月 11 日達第 19 号）
第十九回改正　資金材料前金払額年報追加其ノ他
（昭和 13 年 10 月 11 日達第 152 号）
第二十回改正　出面簿書式改正（昭和 15 年 4 月
5 日達第 82 号）
第二十一回改正　工員養成所教育規程外制定ニ伴






が，第 1 回，第 2 回，第 3 回，第 4 回，第 5 回，第 7
回，第 9 回，第 13 回，第 18 回の各改正に言及する。
第 1 回改正は大正 15 年 3 月 31 日達第 16 号で行わ
れ，その内容は「受依託予算増減整理改正」であっ




























軍航空本部長」に，第 36 条および第 37 条において
「艦政関係」が「艦政又ハ航空関係」に，「訓令又ハ通
牒工事」が「訓令，通牒工事」にそれぞれ改められた
りした 56）。さらに，図表 5 の月報（「毎月 5 日迄」）
と年報（「翌年度 6 月末日迄」）が新たに加えられた。


















第 4 回改正は昭和 3 年 8 月 30 日達第 125 号で行わ
れ，その内容は「本費及附属費区分明細表改正」で
あった。改正理由は，「工務規則」第 45 条第 2 項およ






第 5 回改正は昭和 4 年 3 月 26 日達第 33 号で行わ
れ，その内容は「附属費ノ定額賦課制採用其ノ他」で




大正 14 年度 22,151,603 円
大正 15，昭和元年度 19,240,232 円


























航 空 機 械 費 年 報 第十四号 右同
航 空 附 属 費 年 報 第十七号 右同






















































船 機 兵 平均 船 機 兵 平均
横　須　賀 2,065 2,550 2,249 2,288 2,210 2,025 1,915 2,050
呉 2,092 2,025 2,512 2,543 2,515 2,437 1,561 2,171 ※
佐　世　保 2,505 2,962 2,523 2,663 2,678 2,416 2,355 2,483
舞　　　鶴 2,752 2,813 2,640 2,735 2,480 2,684 1,344 1,836
平　　　均 2,353 2,837 2,481 2,557 2,471 2,140 1,793 2,135































































務規程」第 16 条が挙げられる 69）。それは図表 7 のと
おりである。





熔 鉱 爐 及 亜 鉛 鍍 器 成量壹「キログラム」ニ付 〇，壹〇〇
右ノ外諸機械竝小爐 一時間ニ付 〇，壹〇〇
一時間未満ノ端数ハ一時間ニ繰上ケ計算ス




第 14 条，明治 37 年「海軍工廠工務規程」第 14 条，
明治 44 年「海軍工務規則」第 16 条別表第 2 号にも引
き継がれた。翌年，明治 45 年「海軍工務規則」第 16
条別表第 2 号では噸別が採用され，諸機械使用料は大
きく改訂された 70）。それは図表 8 のとおりである。
具体的に起重機（器）使用料について言及すると，
明治 44 年までは噸数に関わらず 1 時間につき 2 円で















れが第 7 回改正前までの料金であった。大正 14 年に
「規則」が制定された当時の機械使用料は，図表 11 の
とおりであった。





百 噸 以 上 起 重 機 一時間ニ付 拾圓
五 十 噸 以 上 起 重 機 同 五圓
五 十 噸 未 満 起 重 機 同 貮圓
汽 鎚 ， 焼 鉄 爐 同 貮圓
鎔 鉱 爐 及 亜 鉛 鍍 器 成量一「キログラム」ニ付 拾銭
右ノ外諸機械並小爐 一時間ニ付 拾銭
一時間未満ノ端数ハ一時間ニ繰上ケ計算ス
（出典：「海軍工務規則」第 16 条別表第 2 号より作成，海軍大臣官




百 噸 以 上 起 重 機 一時間ニ付 貮拾圓　　　
五 十 噸 以 上 起 重 機 同 　拾圓　　　
五 十 噸 未 満 起 重 機 同 　五圓　　　
機 関 車 小 蒸 汽 船 同 　拾圓　以内
鎔 鉱 爐 及 亜 鉛 鍍 器 成量一瓩ニ付 貮拾銭　　　
右 ノ 外 諸 機 械 器 具 一時間ニ付 　拾圓　以内
一時間未満ノ端数ハ一時間ニ繰上ゲ計算ス
（出典：「海軍工務規則」第 16 条別表第 2 号より作成，海軍大臣官

























現行では起重機使用料は 5 円から 20 円であり，これ


























百 噸 以 上 起 重 機 一時間ニ付 貮拾圓
五 十 噸 以 上 起 重 機 同 　拾圓
五 十 噸 未 満 起 重 機 同 　五圓
機 関 車 小 蒸 汽 船 同 　拾圓　以内
亜 鉛 鍍 器 成量一瓩ニ付 貮拾銭
熔 鋼 爐 熔鋼量一瓩ニ付 　壹銭
右 ノ 外 諸 機 械 器 具 一時間ニ付 　拾圓　以内
一時間未満ノ端数ハ一時間ニ繰上ケ計算ス
（出典：大正 14 年版「規則」別表第 3 号から作成，「沿革」83
－84 頁）
図表10　明治45年と大正9年の機械使用料の比較
明治 45 年 3 月追加 大正 9 年 3 月改正（現行）
追
加
百噸以上重機 一時間ニ付 10 円 00 同上※ 一時間ニ付 20 円 00
改
正
五十噸　同 5，00 同上 10，00
五十噸未満　同 2，00 同上 5，00
「諸機械竝ニ小爐 ，10 「諸機械器具 10，00 以内」





































































価格　　　5,000 円未満ノモノ 一時間に付 .10 円 価格　　　5,000 円未満ノモノ 一時間に付 .35 円
〃　　　 10,000 円〃 〃 .25 〃　　　 10,000 円〃 〃 1.30
〃　　　 20,000 円〃 〃 .45 〃　　　 20,000 円〃 〃 2.80
〃　　　 50,000 円〃 〃 1.00 〃　　　 50,000 円〃 〃 7.00
〃　　　100,000 円〃 〃 1.40 〃　　　100,000 円〃 〃 9.00
〃　　　200,000 円〃 〃 2.50 〃　　　200,000 円〃 〃 12.50
〃　　　500,000 円〃 〃 6.50 〃　　　500,000 円〃 〃 48.00
〃　　 1,000,000 円〃 〃 20.00





























































































































こで，昭和 10 年 12 月 1 日に工作庁工事費整理規則改
正準備委員会（以後，改正委員会と略称する）が立ち
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